
令和７年度 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 実施事業

No. 事業名 国の経済対策等
との関係

目的 事業内容
（①交付金充当経費内容②積算根拠③事業対象者）

事業費（円） 充当見込額（円） 事業開始 事業完了
（予定）

成果目標 効果・検証 担当課

1
R7低所得者支援及び定
額減税補足給付金事業
（物価高騰重点支援）

Ⅱ．物価高の克服 物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うこと
で、低所得の方々の生活を維持する。

①低所得世帯への給付金及び事務費
②R6,R7の累計給付金額
令和６年度住民税均等割非課税世帯9,872世帯×30千円、子ども加算1,147人×
20千円、定額減税を補足する給付（うち不足額給付）の対象者15,004人
（500,000千円）のうちR7計画分
事務費40,159千円
事務費の内容［需用費（事務用品等）役務費（郵送料等）業務委託料　人件費
として支出］
③低所得世帯等の給付対象世帯数（9,872世帯）、定額減税を補足する給付（う
ち不足額給付）の対象者数（15,004人）

465,315,676 382,497,163 R7.4 R8.3
対象世帯に対して令和
７年８月までに支給を開
始する

定額減税を補足する給付の対象者に対して
は、令和７年度（令和６年分）の課税情
報を用いて算定するため、賦課決定後の令和
７年８月より支給を開始した。
（内訳）
定額減税を補足する給付の対象者と見込ま
れる14,679人（不足額給付Ⅰ:12,861
人（減税対象者21,400人）、不足額給付
Ⅱ:1,818人）のうち、申請のあった
14,288人（不足額給付Ⅰ:12,491人
（減税対象者20,951人、不足額給付Ⅱ:
1,797人）に対して支給することで、物価高
騰等の負担軽減を図ることができた。（給付
率97.3％）

地域福祉課
課税課

5 食料品等物価高騰対応
事業（強い経済実現）

Ⅰ．生活の安全保障・
物価高への対応

食料品等の物価高騰の影響を受けた全市民に自
主発行商品券の配布やデジタルクーポンを配信す
ることで、物価高騰に直面している市民の経済的
負担軽減を図る。なお、高齢者・低所得者には加
算を行う。

①商品券原資（事業者交付金）、事業者支援業務委託
②事業者交付金（商品券原資）＝830,261千円
　 ・市民約134,199人×5,000円＝670,995千円
　 ・デジタルクーポン利用者約47,000人×1,500円=70,500千円
　 ・高齢者約24,383人×2,000円＝48,766千円
　 ・低所得約20,000人×2,000円＝40,000千円
　事務経費（システム構築、事務局運営経費等）121,969千円
・Cその他:一般財源48,563千円
③市民（加算対象:高齢者・低所得者）

※特別加算分480,017千円の交付限度額を超えた部分については推奨事業メニュー
交付限度額のうち423,650千円と合算して交付対象経費とする。

952,230,000 810,477,150 Ｒ8.1 Ｒ9.3

・デジタルクーポンの配信
の利用者アンケートにおけ
る満足度90%以上
・自主発行商品券の対
象者に令和８年３月ま
でに支給を開始する

（事業完了後記載予定） 政策企画課

6
障害者猛暑災害対策支
援事業（物価高騰重点
支援）

Ⅱ．物価高の克服
物価高が続く中、障害のある方がいる困窮世帯へ
エアコンの購入支援を行うことでその方々の生活や
健康を維持する。

①エアコン購入費及び設置費に対する補助金（１台目 補助率1/2、上限５万円、２
台目 補助率1/3　上限３万円）
②1,500千円（6件×50千円+40件×30千円）
・Cその他:一般財源182千円
③障害のある方がいる住民税非課税世帯で、身体障害者手帳１級・２級、療育手帳
A・Ｂ、精神保健福祉手帳１級の交付を受けている方

80,000 80,000 R7.5 R8.1 申請件数　5件
申請件数は2件であり、当初想定より申請件
数が少なかったが、物価高が続く中でも申請
者の生活や健康の維持につながった。

障害福祉課

7
高齢者猛暑災害対策支
援事業（物価高騰重点
支援）

Ⅱ．物価高の克服
物価高が続く中、高齢者のみの困窮世帯へエアコ
ンの購入支援を行うことでその方々の生活や健康
を維持する。

①エアコン購入費及び設置費に対する補助金（１台目 補助率1/2、上限５万円、２
台目 補助率1/3　上限３万円）
②2,500千円（20件×50千円+50件×30千円）
・Ｃその他:一般財源　303千円
③65歳以上高齢者のみの世帯でかつ住民税非課税世帯の方

472,700 472,700 R7.5 R8.1 申請件数　40件

申請件数は14件(1台目6件、2台目8件）
であり、当初想定より申請件数が少なかった
が、物価高が続く中でも申請者に生活や健康
を維持につながった。

地域包括ケア推進課

8
小学校要・準要保護児
童就学援助（物価高騰
重点支援）

Ⅱ．物価高の克服

【学校夏季休業等期間昼食費支援金】
物価高騰が続く中で、学校給食のない夏季休業
期間において、支援を必要とする児童の保護者の
負担を減らし、児童たちが栄養バランスの良い食事
をとれるよう、昼食費について支援金を支給する。
【進学・進級時児童教育費支援金】
物価高騰等により家計への影響を受ける家庭の進
学・進級を迎える準備のための教育費に係る経済
的負担を軽減する。

【学校夏季休業等期間昼食費支援金】
①就学援助費支給認定を受けている児童への支援金
②支援金支給金額
・小学校準要保護児童就学援助費受給者　451人×20,000円=9,020千円
※なお、教職員分の経費は交付対象経費に含まれていない。
③就学援助費支給認定を受けている児童
【進学・進級時児童教育費支援金】
①就学援助費支給認定を受けている児童への支援金
②支援金支給金額
・小学校準要保護児童就学援助費受給者474人×20,000円=9,480千円
※なお、教職員分の経費は交付対象経費に含まれていない。
③就学援助費支給認定を受けている児童
【Cその他:一般財源2,992千円】

18,500,000 18,500,000 R7.4 R8.3 対象者への交付率
100％

対象児童への交付率は100%となり、家計へ
の影響を受ける家庭に対し支援金を支給する
ことにより、困窮世帯の負担軽減を図ることが
できた。
【各基準日時点の就学援助認定児童】
・学校夏季休業等期間昼食費支援金　451
人
・進学・進級時児童教育費支援金　474人

教育総務課

9
中学校要・準要保護生
徒就学援助（物価高騰
重点支援）

Ⅱ．物価高の克服

【学校夏季休業等期間昼食費支援金】
物価高騰が続く中で、学校給食のない夏季休業
期間において、支援を必要とする生徒の保護者の
負担を減らし、生徒たちが栄養バランスの良い食事
をとれるよう、昼食費について支援金を支給する。
【進学・進級時生徒教育費支援金】
物価高騰等により家計への影響を受ける家庭の進
学・進級を迎える準備のための教育費に係る経済
的負担を軽減する。

【学校夏季休業等期間昼食費支援金】
①就学援助費支給認定を受けている生徒への支援金
②支援金支給金額
・中学校準要保護生徒就学援助費受給者　304人×20,000円=6,080千円
※なお、教職員分の経費は交付対象経費に含まれていない。
③就学援助費支給認定を受けている生徒
【進学・進級時生徒教育費支援金】
①就学援助費支給認定を受けている生徒への支援金
②支援金支給金額
・中学校準要保護生徒就学援助費受給者300人×20,000円=6,000千円
※なお、教職員分の経費は交付対象経費に含まれていない。
③就学援助費支給認定を受けている生徒
【Cその他:一般財源2,042千円】

12,080,000 12,080,000 R7.4 R8.3 対象者への交付率
100％

対象生徒への交付率は100%となり、家計へ
の影響を受ける家庭に対し支援金を支給する
ことにより、困窮世帯の負担軽減を図ることが
できた。
【各基準日時点の就学援助認定生徒】
・学校夏季休業等期間昼食費支援金　304
人
・進学・進級時生徒教育費支援金　300人

教育総務課

10 学校給食食材費高騰対
策事業 Ⅱ．物価高の克服

物価高騰に伴う学校給食賄材料費増の負担軽
減を図り、保護者の負担を増やすことなく質・量とも
にこれまでどおりの学校給食を提供する

①学校給食賄材料費
②・小学生6,034人×4,200円×11か月×23.5％⇒65,511千円
　 ・中学生3,278人×4,900円×11か月×30.5％⇒53,889千円
　　合計金額119,400千円のうち104,924千円を交付対象経費に計上
    Ｃその他:一般財源等　25,554千円
　※なお、教職員分の経費は交付対象経費に含まれていない。
③②の保護者

113,792,600 113,792,300 R7.4 R8.3

４月～３月までの給食
提供回数
・小学校　180回/校
・中学校　178回/校

小学校180回/校、中学校178回/校となり、
目標を達成することができ、保護者の負担を
増やすことなく質・量ともにこれまでどおりの学校
給食を提供することができた。

学校給食課

11 生活者応援事業（物価
高騰重点支援） 米国関税措置

物価高騰に直面している市民の経済的負担軽減
を図るため、市公式ＬＩＮＥに登録した市民が使
用できるデジタルクーポンを配信する。

①クーポン原資（事業者交付金）、事業支援業務委託
②事業者交付金（利用想定59,000人×クーポン原資単価1,500円=88,500千
円）
　 事務経費（システム構築、事務局運営経費等）11,500千円
　・C:一般財源51,601千円
③市公式ＬＩＮＥ登録の市民

84,823,000 48,399,000 R7.6 R8.3 利用者アンケートにおける
満足度90％以上

利用者アンケートで「満足」回答85.5%
もっと多く利用したいという声があり満足度は下
がったが、市民の物価高への支援につながっ
た。

政策企画課

12
小学校要・準要保護児
童就学援助費（強い経
済実現）

Ⅰ．生活の安全保障・
物価高への対応

物価高騰が続く中で、学校給食のない春季休業
期間において、支援を必要とする児童の保護者の
負担を減らし、児童たちが栄養バランスの良い食事
をとれるよう、昼食費について支援金を支給する。

【学校春季休業等期間昼食費支援金】
①就学援助費支給認定を受けている児童への支援金
②支援金支給金額
・小学校準要保護児童就学援助費受給者　470人×10,000円=4,700千円
Cその他:一般財源0円
③就学援助費支給認定を受けている児童

4,410,000 4,410,000 Ｒ8.1 R8.3 対象者への交付率
100％

対象児童への交付率は100%（就学援助
認定児童441人）となり、家計への影響を受
ける家庭に対し支援金を支給することにより、
困窮世帯の負担軽減を図ることができた。

教育総務課

13
中学校要・準要保護生
徒就学援助費（強い経
済実現）

Ⅰ．生活の安全保障・
物価高への対応

物価高騰が続く中で、学校給食のない春季休業
期間において、支援を必要とする生徒の保護者の
負担を減らし、生徒たちが栄養バランスの良い食事
をとれるよう、昼食費について支援金を支給する。

【学校春季休業等期間昼食費支援金】
①就学援助費支給認定を受けている生徒への支援金
②支援金支給金額
・中学校準要保護生徒就学援助費受給者　312人×10,000円=3,120千円
Cその他:一般財源0円
③就学援助費支給認定を受けている生徒

3,000,000 3,000,000 Ｒ8.1 R8.3 対象者への交付率
100％

対象生徒への交付率は100%（就学援助
認定生徒300人）となり、家計への影響を受
ける家庭に対し支援金を支給することにより、
困窮世帯の負担軽減を図ることができた。

教育総務課

14
学校給食食材費高騰対
策事業（強い経済実
現）

Ⅰ．生活の安全保障・
物価高への対応

物価高騰に伴う学校給食賄材料費増の負担軽
減を図り、保護者の負担を増やすことなく質・量とも
にこれまでどおりの学校給食を提供する。

①学校給食賄材料費
②・小学生80回×6,034人×7円≒3,379千円
　 ・中学生80回×3,278人×13円≒3,409千円
　　合計金額6,788千円を交付対象経費に計上
    Ｃその他:一般財源等　0円
　※なお、教職員分の経費は交付対象経費に含まれていない。
③②の保護者

3,695,990 3,695,990 Ｒ7.11 R8.4

11月～３月までの給食
提供回数
・小学校　80回/校
・中学校　80回/校

小学校80回/校、中学校80回/校となり、目
標を達成することができ、保護者の負担を増
やすことなく質・量ともにこれまでどおりの学校給
食を提供することができた。

学校給食課

15 水道事業会計繰出金
（強い経済実現）

Ⅰ．生活の安全保障・
物価高への対応

物価高騰の影響を受けた、水道利用者の支援を
行うため、水道料金の基本料金を２か月分免除
する。

①水道事業会計繰出金
②減免額115,000千円（公共施設分は除く）
　 事務経費（業務委託）2,000千円
　・C:一般財源0円
③上水道利用者

112,750,830 112,750,830 Ｒ8.1 R8.5 令和８年２月より早期に
実施する

令和８年２月、３月分の水道料金の基本
料金の免除を実施した。成果目標のとおり「令
和８年２月より早期に実施する」を達成する
ことができた。

水道総務課

16 創業・事業承継支援事
業（強い経済実現）

Ⅰ．生活の安全保障・
物価高への対応

物価高騰の影響を受けた、中小企業等に対して、
デジタル技術を活用した製品、サービス、ビジネスモ
デル等の新規開発等のモデル事業に係る経費の
一部を助成する。

①デジタル技術を活用した製品、サービス、ビジネスモデル等の新規開発等のモデル事業
の補助（補助率1/2 上限250万円）
②10,000千円（４件×2,500千円）
　Ｃその他:一般財源等　0円
③中小企業事業者

9,797,000 9,797,000 Ｒ7.8 R8.4 申請件数　4件
交付事業者:7件
中小企業等のデジタル技術を活用したDX促
進のモデル事業への支援につながった。

商工観光課

17 地域産品強化支援事業
（強い経済実現）

Ⅰ．生活の安全保障・
物価高への対応

物価高騰の影響を受けた、事業者等に対して、地
域産品の生産、製造、加工等に必要な機器、設
備等の購入又は改修に係る経費の一部を助成す
る。

①地域産品の生産、製造、加工等に必要な機器、設備等の購入又は改修に係る事業
の補助（補助率2/3 上限1,000万円）
②100,000千円（10件×10,000千円）
　Ｃその他:一般財源等　0円
③事業者

90,804,000 90,804,000 Ｒ7.5 R8.4 申請件数　10件

交付事業者:17件
市内中小企業者の地域産品の生産、製造、
加工等に必要な機器、設備等の支援を行
い、地域産品の生産能力向上新商品開発に
つながった。

商工観光課

18 スマート農業導入支援事
業（強い経済実現）

Ⅰ．生活の安全保障・
物価高への対応

物価高騰の影響を受けた、認定農業者、認定新
規就農者に対して、先進的農業機械等の導入に
係る経費の一部を助成する。

①先進的農業機械等の導入に係る、事業の補助（認定農業者:補助率1/2　認定
新規就農者:補助率3/4　上限500万円）
②25,000千円（5件×5,000千円）
　Ｃその他:一般財源等　0円
③認定農業者、認定新規就農者

22,873,030 22,873,030 Ｒ7.5 R8.3 申請件数　５件

直進アシスト機能付きトラクターや農業用ハウ
ス環境制御システムなど、8経営体がスマート
農業機械を導入することができ、農作業の省
力化及び品質向上の効果があった

農政課

19 農業者猛暑対策支援事
業（強い経済実現）

Ⅰ．生活の安全保障・
物価高への対応

物価高騰の影響を受けた、農業者に対して猛暑
対策に必要な施設等の整備、改修及び設備の導
入に係る経費の一部を助成する。

①猛暑対策に必要な施設等の整備、改修及び設備の導入に係る、事業の補助（補
助率1/3　上限20万円）
②3,000千円（15件×200千円）
　Ｃその他:一般財源等　0円
③農業者

2,706,000 2,706,000 Ｒ7.5 R8.3 申請件数　15件

７年度も前年に引き続き猛暑となったため、
猛暑対策を講じる農業者37経営体を支援
することで、農作業の負担軽減及び農業者の
熱中症対策に効果があった

農政課

20 事業者猛暑対策支援事
業（強い経済実現）

Ⅰ．生活の安全保障・
物価高への対応

物価高騰の影響を受けた、事業者に対して猛暑
対策に必要な施設等の整備、改修及び設備の導
入に係る経費の一部を助成する。

①猛暑対策に必要な施設等の整備、改修及び設備の導入に係る、事業の補助（補
助率1/3　上限20万円）
②3,000千円（15件×200千円）
　Ｃその他:一般財源等　0円
③事業者

2,961,000 2,961,000 Ｒ7.5 R8.3 申請件数　15件

交付事業者:25件
事業者への猛暑対策に必要な施設、設備等
整備改修支援を行い従業員の熱中症対策
につながった。

商工観光課

※内閣府に提出した実施計画に基づくものとしております。


